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（別添２） 

 

 

「高齢者スキルアップ・就職促進事業」提案書作成要領 

 

 

１ 様式 

（1）提案書の評価者（神奈川労働局職業安定部職業対策課）が、特段の専門的な知識を

有することなく評価が可能な提案書を作成すること。また、十分に分かり易い日本語

で記載すること。 

(2) 提案書はＡ４判とし（ただし、図表等についてはＡ３判縦横も可とする。）、要求仕

様に対する理解、提案内容についての概要説明、要求仕様を実現するための実施形態

の説明、具体的な手段、用語集等を記載すること。 

(3) 提案書は、目次を作成した上で、該当ページの右端に連番等を記述した索引シール

等を付すこと。 

(4) 提案書は５部提出すること。うち４部は会社名等の記載をしないものとし、１部は

会社名等の記載をするものとする。 

(5) 提案書は可能な限りリサイクル用紙を使用し、両面印刷とすること。 

 

２ 記述事項 

(1)  提案書の記述に当たっては、仕様書に提示した事項を踏まえて、具体的な記述を行

うこと。 

(2)  提案書の評価に当たっては、要求仕様を遵守する上で十分な内容となっていること、

高齢者スキルアップ・就職促進事業を安定的かつ効率的に実施できると認められる

こと、神奈川労働局にとって付加価値のある提案となっていることの 3 点を重視す

ることから、これらの意味を十分に理解した上で記述すること。 

(3)  提案書には日本語を使用し、日本語以外の資料がある場合にはその日本語訳も添付

すること。 

(4)  独自の専門用語を使用する必要がある場合は、用語解説または注釈を付すこと。 

(5)  当局から連絡が取れるよう、会社名等を記載した提案書には担当者、連絡先（電話

番号、FAX番号及びメールアドレス）を明記すること。 

(6)  本事業において実施する技術審査の評価項目の中に、ワーク・ライフ・バランス等の

推進に関する指標を評価する項目があるため、該当するものがあれば提案書に併せて以

下の書類の写しを提出すること。 

① 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下

「女性活躍推進法」という。）に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般

事業主認定通知書 

※ 労働時間の基準を満たすものに限る。 
②  次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づく認定（くるみん

認定及びプラチナくるみん認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書 
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③ 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９８号）に基づく認定（ユー

スエール認定）に関する基準適合事業主認定通知書 

④ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届 

 

３ 留意事項 

上記「１ 様式」及び「２ 記述事項」に従った提案書でないと当局が判断した合

は、提案書の評価を行わない。 

また、補足資料の提出や補足説明等を求める場合があるため、迅速（原則として２日

以内）に対応すること。 


